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１ 経営形態のあり方検討の経緯

近年の医療を取り巻く環境は大きく変化しており、高水準の給与改定や物価高騰への対応に加
え、高齢化の進行に伴う医療需要構造の変化、人口減少による患者数の減少など、病院経営を取
り巻く状況は今後さらに厳しさを増すことが懸念されている。こうした状況を踏まえ、持続可能
な地域医療提供体制を確保していくためには、必要な医療機能の維持・確保を図りながら、限ら
れた人材や医療機器等の医療資源を効果的かつ効率的に活用し、将来を見据えた経営基盤の強化
に取り組む必要があるため、宍粟市長から病院運営協議会に対し、現行の運営体制を含めた経営
形態のあり方について検討するよう要請がなされた。

また、総務省が示す「公立病院経営強化ガイドライン」では、各病院の規模や地域の実情を踏
まえつつ、経営強化に向けた最適な経営形態について改めて検討することが求められており、
「公立宍粟総合病院経営強化プラン」においても「第１節 経営形態の見直しに係る記載事項」と
して、経営形態の見直しを検討事項に位置づけている。

これらの状況を踏まえ、病院運営協議会において経営形態のあり方に関する議論を進めるにあ
たり、専門的知見に基づく事前整理及び協議の充実を図ることを目的として、病院運営協議会の
下に専門部会を設置し、経営形態のあり方の検討を進めていく。
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１ 経営形態のあり方検討の経緯

（１）現状の課題

当院が今後も求められる医療機能を持続的に発揮していくため、

環境の変化に応じた迅速な経営判断による病院運営が必要

■ 意思決定の迅速化
 現在は予算・人事・組織が本庁と連携して運営しているが、今後は診療報酬改定や医療需要の変化に、
より迅速に対応できる体制の構築が必要

■ 経営責任の明確化
本庁と病院が役割分担のもと運営しているが、今後は責任と権限をより明確にし、迅速で最適な意思

 決定につなげていくことが重要

■ 人材確保力の強化
現在は本庁ルールに基づいた採用を行っているが、今後は医師・看護師等の医療人材を、より迅速に

 確保できる仕組みづくりが必要
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１ 経営形態のあり方検討の経緯

病院運営協議会

専門部会
（経営形態のあり方検討）

（２）検討体制

（３）専門部会構成員

・八木 聰（独立行政法人加古川市民病院機構 理事兼法人事務局参事）市長による委嘱
・古株 靖久（合同会社デロイトトーマツ ヘルスケアマネジャー）市長による委嘱
・野村 和男（宍粟市連合自治会 会長）病院運営協議会から会長指名
・佐竹 信祐（公立宍粟総合病院 院長）病院運営協議会から会長指名
・谷田 一久（東京都立大学 客員教授）病院運営協議会から会長指名

病院運営協議会の下に専門部会を設置し、
現行の体制も含めた経営形態のあり方を検討する
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２ 経営形態のあり方検討のスケジュール

期間 病院運営協議会 専門部会

R８.４月 病院運営協議会の下に専門部会設置

R８.６月 【第１回】説明・検討

R８.12月 【第２回】検討・まとめ

R９.２月 専門部会の検討結果を踏まえ検討
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3 公立宍粟総合病院経営強化プラン

総務省は、人口減少や医療需要の変化を背景に、公立病院に対して「役割の明確化」と「経営改善」

を求めている。加えて、新型コロナウイルス感染症対応に係る補助金の終了後は、自立した経営体制

の確立が不可欠となっている。こうした状況を踏まえ、当院では、2023年度（令和5年度）から2027

年度（令和9年度）までの5か年を計画期間とする経営強化プランを策定して「経営の強化に向けた具

体的な取り組み」や、「経営形態の見直し検討」を定めている。

＜経営強化プラン＞

１．経営機能の強化に向けた取り組み → アクションプラン策定

２．経営形態の見直し検討 → 専門部会設置（経営形態のあり方検討）
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【経営指標に係る数値目標】経営強化プランで定めている令和5年度から令和9年度までの数値目標

（１）経営機能の強化に向けた取り組み

■ 医療機能や医療の質、連携の強化等に係る数値目標 ■ 経営指標に係る数値目標 

毎年、アクションプランに
より経営強化プランを推進

出所：公立宍粟総合病院経営強化プラン
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【第１節 経営形態の見直しに係る記載事項】一部適用から全部適用等への経営形態の見直しを検討

現在当院は、地方公営企業法の「一部適用」によって、病院運営を行っている。前回の新公立病院改革プランに
おいては、「全部適用」への経営形態の見直しを模索したものの、 移行後のメリットを見出せなかったことから
現行どおり経営形態は「一部適用」の継続を決定した。今回の経営強化ガイドラインでは当該病院の規模や置か
れた環境といった地域の実情を踏まえ、経営の強化に向けた最適な経営形態を検討することとなっており、改め
て全部適用等への移行を検討していく。

メリット デメリット

■広範な権限と責任を持つ企業管理者を設置し、経営
責任を明確にすることが出来る。

■組織・定数・予算・給与等について市長部局から独
立し、柔軟な運営が出来る。

■事業の運営方針などの意思決定や事務手続きなどの
迅速化が図れる

■労務管理を病院事業単独で行うことから、管理部門
の業務量が増加する。

■管理者に権限が集中することにより、管理者の資質
により偏った経営・事業運営 に陥る懸念がある。

■ 地方公営企業法の全部適用のメリットとデメリット 

（２）経営形態の見直し検討
本ページは、経営強化プランの本文から抜粋

出所：公立宍粟総合病院経営強化プラン
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地方公営企業法（全部適用）

事業管理者に対し、人事・予算等に係る権限が付与され、より自律的な経営が可能となることが期待できる。ただし、経営の

自由度の拡大の範囲は地方独立行政法人化に比べて限定的であり、また、制度運用上、事業管理者の実質的な権限と責任の明

確化を図らなければ、民間的経営手法の導入が不徹底に終わる可能性がある。 

地方独立行政法人

地方公共団体が直営で事業を実施する場合に比べ、予算・財務・契約、職員定数・人事などの面で、より自律的・弾力的な経

営が可能となり、権限と責任の明確化に資することが期待できる。ただし、設立団体からの職員派遣は段階的に縮減を図る等、

実質的な自立性の確保に配慮することが必要になる。 

指定管理者制度

民間的な経営手法の導入が期待できるものであるが、本制度の導入が所期の成果を上げるためには、適切な指定管理者の選定、

提供されるべき医療の内容、委託料の水準等、指定管理者にかかわる諸条件について事前に十分に協議し相互に確認しておく

ことが必要になる。また、病院施設の適正な管理が確保されるよう、地方公共団体においても事業報告書の徴取、実地の調査

等を通じて、管理の実態を把握し、必要な指示を行うこと等が求められる。 

【第２節 経営形態の見直しに係る選択肢と留意事項 】

本ページは、経営強化プランの本文から抜粋

出所：公立宍粟総合病院経営強化プラン

（２）経営形態の見直し検討
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４ 経営形態のあり方について

① 地方公営企業法

（一部適用）

② 地方公営企業法

（全部適用）
③ 地方独立行政法人 ④ 指定管理者 ⑤ 民間譲渡

■公立宍粟総合病院

■公立神崎総合病院

■相生市民病院

■公立浜坂病院

■公立豊岡病院組合
・豊岡病院
・出石医療センター
・朝来医療センター

■公立八鹿病院組合
・公立八鹿病院
・公立村岡病院

■兵庫県立病院 H14.4
・県立尼崎総合医療センター
・県立西宮病院
・県立加古川医療センター
・県立はりま姫路総合医療センター
・県立丹波医療センター
・県立淡路医療センター
・県立ひょうごこころの医療センター
・県立こども病院
・県立がんセンター
・県立粒子線医療センター

■市立伊丹病院 H20.4

■市立芦屋病院 H21.4

■市立加西病院 H21.12

■北播磨総合医療センター H22.1

■公立香住病院 H24.4

■加東市民病院 H29.4

■市立西脇病院 R3.4

■神戸市民病院機構 H21.4
・神戸中央市民病院
・神戸医療センター西市民病院
・西神戸医療センター

・神戸アイセンター

■明石市民病院 H23.4

■加古川中央市民病院機構 H23.4

■たつの市民病院機構 R2.4

■川西市立総合医療センター R4.4
医療法人協和会協立病院

■三田市民病院 R8.4
社会福祉法人恩賜財団
済生会兵庫県病院

■赤穂市民病院 R9.4
医療法人伯鳳会赤穂中央病院

■高砂市民病院 R9.4
公益社団法人地域医療振興協会

なし

（１）県内病院事業の経営形態
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（２）「公共性」と「病院の裁量」による経営形態のあり方

４ 経営形態のあり方について
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① 地方公営企業法（一部適用） ② 地方公営企業法（全部適用）
【根拠法令】地方公営企業法 第２条第３項
前二項に定める場合のほか、地方公共団体は、政令で定める基準に従い、条例（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百八十四条

第一項の一部事務組合（以下「一部事務組合」という。）又は広域連合（以下「広域連合」という。）にあつては、規約）で定めるところに

より、その経営する企業に、この法律の規定の全部又は一部を適用することができる。

■一部適用 組織イメージ【現在】 ■全部適用 組織イメージ

【適用範囲】

・財務規程
【適用範囲】
＜事業管理者への権限委譲＞
・議会対応 ・職員の任免
・予算 ・決算
・院内組織 ・契約
・経営戦略など

病院事業に関する広範な権限により自主性と自立性が発揮しやすい
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③ 地方独立行政法人

【根拠法令】地方独立行政法人法 第25条
第二十五条 設立団体の長は、三年以上五年以下の期間において地方独立行政法人が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」

という。）を定め、当該中期目標を当該地方独立行政法人に指示するとともに、公表しなければならない。当該中期目標を変更したときも、

同様とする。

■地方独立行政法人 組織イメージ
【独立行政法人とは】

住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の公共上の見地

からその地域において確実に実施される必要のある事務・事

業で、民間の主体に委ねては必ずしも実施されないおそれが

あるものを効率的、効果的に行わせるため市が設立する法人

【主な制度】

・理事会による意思決定

・総合病院の職員は非公務員となる

地方独立行政法人には、「公務員型」と「非公務員型」があ

るが、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推

進に関する法律」（平成 18年法律第47号）の規定により、

「公務員型」は、基本的には想定されていない
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④ 指定管理者制度

【根拠法令】地方自治法 第244条２第３項

普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、条例の定めるところにより、法人そ

の他の団体であつて当該普通地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第244条の4において「指定管理者」という。）に、当該公の

施設の管理を行わせることができる。

■指定管理者制度 組織イメージ

【指定管理者制度】

・民間の医療法人等の経営ノウハウが、直ちに適用されるため、抜本

的な経営改善が可能

・職員は非公務員となり、指定管理者が運営する組織の職員となる

なお、職員の受け入れは補償されていない
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⑤ 民間譲渡

【根拠法令】地方自治法 第237条第2項

第238条の4第1項の規定の適用がある場合を除き、普通地方公共団体の財産は、条例又は議会の議決による場合でなければ、これを交換し、

出資の目的とし、若しくは支払手段として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けてはならない。

地方自治法 第96条 第1項第8号

普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。

前二号に定めるものを除くほか、その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める財産の取得又は処分をすること。

■民間譲渡 組織イメージ

【民間譲渡】

・公立病院ではなく民間病院となる

・不採算医療は担わない
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項 目
地方公営企業法
（一部適用）

地方公営企業法
（全部適用）

地方独立
行政法人

指定管理者制度 民間譲渡

開設者 地方公共団体 医療法人等

運営責任者 市長 事業管理者 理事長 指定管理者 医療法人等の長

政策医療

の確保
地方公共団体の一部

地方公共団体の

中期目標に基づく

地方公共団体との

協定

譲渡条件による

協議

一般会計から

の繰出
あり なし

職員数 条例で規定 （定数あり） 中期計画の範囲内 制限なし

職員の身分 地方公務員 非公務員

予算
議会の議決が必要

（起債の活用）

議会の議決は不要

（中期計画の範囲内で作成）
議会の議決は不要

決算 議会の議決が必要

議会の議決は不要

（財務諸表を地方公共団体

の長に提出）

議会の議決は不要

（事業報告書を地方公共団体の長に提

出）

議会の議決は不要

契約
制限あり

（地方公営企業法に基づく）

制限なし

（複数年契約など多様な契約

が可能）

制限なし

（複数年契約など多様な契約

が可能）

制限なし

（複数年契約など多様な契約が

可能）

長期資金調達 起債 地方公共団体から借入 独自調達

（３）経営形態の比較
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項 目
地方公営企業法

（一部適用）

地方公営企業法

（全部適用）

地方独立

行政法人
指定管理者制度 民間譲渡

メリット

●予算の議決や決算の認定な

どを受けることから、議会の

意向が病院運営に反映される。

●予算の議決や決算の認定など

を受けることから、議会の意向

が病院運営に反映される。

●経営に関する広範な権限が事

業管理者に付与されるため、効

率的、弾力的な運営を行うこと

が可能となる。

●理事長の意思決定に基づく臨

機応変で自律的な運営が可能と

なる。

●運営に対する外部機関の評価

を受けることから、事業の透明

性が確保される。

●民間事業者の経営ノウハウを

幅広く活用した病院運営が期待

される。

●民間事業者の経営ノウハウを

幅広く活用した病院運営が期待

される。

デメリット

●地方公共団体の長に病院運

営の権限があることから、病

院の状況に対応した機動的、

弾力的な運営は一般的に行い

にくい。

●労務管理を病院事業単独で行

うことから、管理部門拡充によ

る事務負担が増加する。

●条例、規則等の整備に係る事

務負担が増加する。

●経費負担が発生する。

（経常経費）

・理事長等に係る役員報酬

・管理部門拡充に伴う人件費

・雇用保険料

（一時的経費）

・人事給与制度や地方独立行

政法人会計基準の変更によ

るシステム導入経費

・資産管理システム導入

・名称変更に伴う経費

●定款や諸規則の策定、労使交

渉など、法人設立に伴う負担を

要する。

●指定管理者の引き受け先がな

い場合が想定される。

●経営難など指定管理者の都合

により収益が優先され、政策医

療の確保が損なわれる可能性が

ある。

●現職員は退職となるため、一

時的に多額の退職金が発生する。

●民間譲渡の引き受け先の医療

法人等がない場合が想定される。

●経営難など医療法人等の都合

により収益が優先され、政策医

療の確保が損なわれる可能性が

ある。

●現職員は退職となることから、

一時的に多額の退職金が発生す

る。

（３）経営形態の比較
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